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障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）第７条の３第６項に基づく 

障害者活躍推進計画に基づく取組の実施状況の公表 

 

令和７年８月８日 

会 計 検 査 院 

 

項目 実施内容 

評価年度 令和６年度 

目標に対する達成度 採用に関する目標 （実雇用率）3.48％（令和 6年 6月 1日時点） 

【目標】2.8％以上（令和 6年 6月１日時点の法定

雇用率） 

  
定着に関する目標 評価時点において、不本意な離職は生じておらず、

定着状況は順調である。 

【目標】不本意な離職者を極力生じさせない。  
満足度、ワークエ

ンゲージメントに

関する目標 

（満足度） 

満足・やや満足 78.2％ 

【目標】前年度実績（85.0%）と同等もしくはそれ

以上の水準を維持する。 

  
（ワークエンゲージメント） 

「仕事にやりがいを感じている」 

そのとおりだ・どちらかというとそのとおりだ 

73.9％ 

【目標】前年度実績（70.0％）と同等もしくはそれ

以上の水準を維持する。  
キャリア形成に関

する目標 

（障害者が担当する職務の拡大） 

障害者である職員の職務が特定の職域に限定されな

いよう、特定の課に限らない配置を継続して行って

いる。 

【目標】障害者である職員を特定の課に限らず広く

配置し、職務が特定の職域に限定されないようにす

る。 
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項目 実施内容 

取組内容の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者の活躍を推

進する体制整備

（組織面） 

  

  

  

・職場における障害者に対する偏見や差別等をなく

すため、院長から全職員に向けてメッセージを送る

などした。 

 

・障害者活躍推進計画の実施状況の点検・見直し等

を議題として、「障害者雇用推進チーム」の会合を

開催した。 

 

・会合の開催に当たり、障害者からの意見をより幅

広く聞くため、参画者を新たに募集し増員した。 

 

・参画者の活動に当たっては、活動が参画者の負担

にならないよう、当該参画者の上司に業務量の調整

等の配慮を求めた。 

 

・障害者雇用推進チーム等の体制を整備し、適宜、

公共職業安定所、障害者が利用している支援機関等

と必要に応じ情報提供等を行い、役割分担及び各種

相談先を整理している。 

 

・障害者及び障害者の在籍する課の職員からの相談

窓口として、障害者職業支援の専門家 1名を配置し

ている。 

 

・全職員に対して、健康管理及び健康相談に対応す

る健康管理医及びカウンセラーを設置していること

を周知している。 

 

・人事異動等による変更が生じた際に適宜更新を行

った。 

  
（人材面） ・障害者職業生活相談員に選任予定の職員全員に、

東京労働局が開催した資格認定講習を受講させるこ

ととしている。 

 

・厚生労働省主催の「精神・発達障害者しごとサポ

ーター養成講座」の受講募集を行い、希望者計１名

が受講した。 
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項目 実施内容 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

・内閣人事局主催の「障害者雇用キーパーソン養成

講習会」を人事担当者１名が受講した。 

 

・階層別研修において、障害を理由とする差別の解

消の推進のための研修を実施し、計１９６名が受講

した。 

  
障害者の活躍の基

本となる職務の選

定・創出 

・現に勤務する障害者について、意向調査等を実施

し、障害者と業務の適切なマッチングができている

か点検を行った。 

 

・障害者の採用面接時に個々の能力や希望の確認を

行い、職務の選定等の検討及び配慮を行った。 

  
障害者の活躍を推

進するための環境

整備・人事管理 

（職務環境） 

  

  

・院内のポータルサイトに障害に関するサイトを新

規に開設し、これまで各所に分散していた情報を一

元化した。また、これに併せて、合理的配慮等の具

体的な事例、各種講習会のテキスト等を閲覧できる

ようにした。 

 

・本庁舎の仮眠室を活用して令和２年度に整備した

休憩室を運用し、引き続き職員に対して周知してい

る。 

 

・関係各課と調整を行い、文字起こしツールを導入

した。 

 

・就労支援機器の利用手続等の簡素化や見直しにつ

いては、文字起こしツールの導入に当たり、簡素化

等にも留意しつつ、関係各課において利用手続の検

討や調整を行った。 

 

・人事評価の期首面談等の定期的な面談やその他適

切な方法を通じて必要な配慮等を把握し、必要な措

置を講じている。 
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項目 実施内容 

（募集・採用） 

  

  

  

・令和６年度に実施したインターンシップにおいて

は、対象となる障害学生からの受入れ希望はなかっ

た。 

 

・一般職員の募集と併せて、軽易な業務に従事する

職員の募集を行うなど、障害特性に配慮した選考方

法や職務の選定を工夫し、知的障害者、精神障害者

及び重度障害者の積極的な採用に努めている。 

 

・採用選考に当たり、障害者からの要望を踏まえ、

適宜障害特性への配慮を行っている。 

 

・募集・採用に当たっては、次に掲げるような不適

切な取扱いは行っていない。  

 - 特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定す

る。  

 - 自力で通勤できることといった条件を設定す

る。  

 - 介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設

定する。  

 - 「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期

間中支援が受けられること」といった条件を設定す

る。  

 - 特定の就労支援機関からのみの受入れを実施す

る。 

 

・新規に採用する障害者については採用面接時に就

労に際して必要な配慮等を把握し、配属時における

必要な措置を講じている。 

  
（働き方） ・時差出勤、フレックスタイム制度、早出遅出勤務

制度、休憩時間の弾力的な設定、時間単位の年次休

暇取得、テレワーク勤務等、障害者である職員が利

用できる柔軟な勤務制度の活用方法について改めて

周知し、利用を促進した。 

  
（キャリア形成） 

  

  

・中長期的なキャリア形成に関する障害者の希望を

把握し、その内容や各職種で求められる技能等も踏

まえた研修を行っている。 
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項目 実施内容 

 

・当該研修の実施に当たっては、障害者からの要望

を踏まえて、座席の位置を配慮したり、講義音声を

文字起こしするツールを使用したり、補助テキスト

を提供したりするなど、障害特性に配慮した措置を

行った。 

 

・任期付きの非常勤職員等について、採用の段階で

中長期的なキャリア形成に関する本人の希望を面談

等により把握し、その内容や各職種で求められる技

能等も踏まえた職務選定を行っている。また、任期

終了まで残り 4か月程度となった時点で職務経験の

総括的な振り返りを行う面談を実施する（必要に応

じ外部の支援機関も交えて実施する）ことにより、

任期の終了後においても引き続き公務内外で就労で

きるように支援を行っている。 

  
（その他の人事管

理） 

  

  

  

・障害者本人の意向の範囲内で、障害の内容や障害

特性、配慮事項等を職場の上司等に情報共有するこ

ととした。 

 

・障害者である職員の上司に対し、人事評価の期首

面談等の際に、仕事内容や作業環境等の状況を把握

するよう周知し、改善すべき点があれば関係者が協

力し合って解決する体制を整えた。           

                                                

・全職員に対して、健康管理及び健康相談に対応す

る健康管理医を設置していることを周知しており、

希望する障害者については、健康管理医が面談を実

施して、状況把握・体調配慮を行っている。 

 

・障害者等からの要望を踏まえ、障害特性に配慮し

た職場介助、通勤への配慮等の措置が可能となるよ

う、必要な手段の確保に努めている。 

 

・中途障害者（在職中に疾病・事故等により障害者

となった者をいう。）について、円滑な職場復帰の

ために必要な職務選定、職場環境の整備等や通院へ
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項目 実施内容 

の配慮、働き方、キャリア形成等の取組を行ってい

る。 

 

・就労支援機関と障害特性等についての情報を共有

し、適切な支援や配慮を講じている。 

  
その他 

  

  

・関係法令、同法令に基づき定める方針等を踏ま

え、障害者就労施設への封入発送業務等の発注や同

施設からの新たな書籍調達に係る相談依頼を通じ、

障害者の活躍の機会等の拡大が図られるよう努め

た。 

 

・障害者就労施設等を契約相手方として、紙類の物

品購入、発送業務等の役務契約等を計２２件締結し

た。 

 

・令和６年度の一般競争入札(総合評価落札方式)に

おいて、法定雇用率以上の対象障害者を雇用してい

ることなどを総合評価落札方式の加点項目として設

定し、調達手続を行った。 

  
ロールモデルとなる障害者の事例 ・特定の曜日に通院を要する非常勤職員について、

当該日の勤務時間短縮を認めることにより、職場定

着を着実に進めた。 

 

「目標に対する達成度」及び「取組内容の

実施状況」に対する点検結果 

・障害者雇用推進チームによる会合において、目標

に対する達成度及び取組内容の実施状況に対する点

検を実施した。 

 

計画の見直し・修正 ・第 2期障害者活躍推進計画（令和 7年 4月～12 年

3 月）を策定するため、全職員を対象としたアンケ

ート調査を実施し、これを参考にするなどして第 2

期障害者活躍推進計画を作成し、公表した。 

 

 


